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１ 趣旨 

 この方針は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律

（平成２４年法律第５０号。以下「法」という。）第９条の規定に基づき、本町におけ

る障害者就労施設等からの物品又は役務（以下「物品等」という。）の調達の推進に関

し必要な事項を定める。 

 

２ 適用範囲 

 本町が発注する物品等の調達に適用する。 

 

３ 調達の対象となる施設 

 調達の対象となる施設とは、法第２条第４項に規定する障害者就労施設等をいう。 

 

４ 調達する品目の種類等 

 特に分野を限定することなく、調達可能な物品等とする。なお、調達にあたっては、

可能な限り計画的なものとし、障害者就労施設等に配慮した納期の設定等に努める。 

 

５ 障害者就労施設等が供給する物品等の調達目標 

 当該年度の目標額は、前年度に障害者就労施設等から調達した実績額を目標と設定し、

それを上回るよう努める。 

 

６ 調達の推進方法 

(1) 障害者就労施設等からの物品等の調達にあたり、保険福祉課は障害者就労施設

等から提供可能な物品等について情報を収集し、その情報を各課に提供する。 

(2) 発注担当課はその情報に基づき発注可能な物品等の検討を行い、直接調達する。 

 

７ 調達の方法 

 障害者就労施設等からの物品等の調達にあたり、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）第１６７条の２第１項第１号又は第３号による随意契約の活用などにより、

発注の拡大に努める。ただし、この場合においては、予算の適正な執行に努めるととも

に、公平性・競争性の確保に留意する。 

 



８ 調達方針及び調達実績の公表 

(1) 調達方針の見直しを行ったときは、町ホームページ等により遅滞なく公表する。 

(2) 調達実績は会計年度終了後、総務課は、その概要を取りまとめ、町ホームペー

ジ等により遅滞なく公表する。 


